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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期連結
累計期間

第51期
第３四半期連結
累計期間

第50期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 61,352,245 65,101,781 81,772,665

経常利益 （千円） 3,828,949 3,373,944 4,861,479

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 2,191,328 1,762,461 2,890,192

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,251,423 1,819,889 2,940,692

純資産額 （千円） 21,332,438 23,833,482 22,020,840

総資産額 （千円） 67,181,991 72,975,750 68,882,838

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 30.40 24.44 40.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 30.40 － －

自己資本比率 （％） 31.5 31.9 31.7

 

回次
第50期

第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.61 6.94

（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

 おりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 当社は、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託口が所有する当社株式を連結財務諸表において自己株式として

計上しております。従って、「１株当たり四半期（当期）純利益金額」および「潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額」の算定上、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託口が所有する当社株式を期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。

４．第50期および第51期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの営む事業の内容について重要な変更はありません。

当社グループは、当社および連結子会社２社に加え、株式会社ツクイキャピタルが出資した投資事業有限責任組合

１組合で構成されております。

なお、主な事業内容の区分は、セグメント情報における区分と同一であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態および経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、全セグメントにおいて増収となったものの在宅介護事業

における介護報酬改定の影響、および地域戦略に向けた組織改革に伴う販売費及び一般管理費の増加により減益とな

りました。

当第３四半期連結会計期間末における事業所数は、47都道府県691ヵ所（本社含む、前期比11ヵ所増）となりまし

た。

また、連結子会社である株式会社ツクイスタッフが2018年12月17日に東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)へ上場

いたしました。

（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 61,352 65,101 ＋3,749 ＋6.1％

営 業 利 益 4,056 3,622
△434 △10.7％

（ 同 率 ） （6.6％） （5.6％）

経 常 利 益 3,828 3,373
△455 △11.9％

（ 同 率 ） （6.2％） （5.2％）

親会社株主に帰属する
四半期純利益

2,191 1,762
△428 △19.6％

（ 同 率 ） （3.6％） （2.7％）

 

＜セグメントの状況＞

（在宅介護事業）

在宅介護事業は、2018年４月より介護報酬が改定され、当社の主力サービスであるデイサービスは基本報酬が引

き下げられました。このような状況のなか、デイサービスにおいては、利用率向上に努めるとともに引き続き理学

療法士等の専門職を中心に取り組む個別機能訓練加算や中重度者ケア体制加算等、各種加算の取得を進め差別化を

図りました。

2018年12月末時点におけるデイサービスの指標は、利用率56.1％（前期比＋1.2pt）、中重度者ケア体制加算の

対象事業所数72.9％（同0.3pt減）、要介護者への提供回数に占める個別機能訓練加算Ⅰ・Ⅱの算定率97.8％（同

5.5pt増）、当第３四半期連結累計期間の延べ顧客数は、399,442人（同8.3％増）となりました。当第３四半期連

結会計期間末現在のデイサービス提供事業所数は513ヵ所（同14ヵ所増）となりました。

訪問介護は、特定事業所加算等の取得を進めるとともに、地域包括ケアに向けた体制の強化および集客に努めま

した。また、訪問介護および訪問入浴おいて人材確保のため、給与制度の見直しを行いました。

グループホームは、公募審査・開設が順調に推移したほか、引き続き安定的な入居率となりました。

これらの結果、売上高は、デイサービスを中心に増加したことにより48,233百万円（前期比5.5％増）となりま

した。経常利益は、介護報酬改定の影響を吸収しきれず2,315百万円（同24.7％減）となりました。
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（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 45,728 48,233 ＋2,504 ＋5.5％

経 常 利 益 3,074 2,315
△759 △24.7％

（ 同 率 ） （6.7％） （4.8％）

 

（有料老人ホーム事業）

有料老人ホーム事業は、営業活動を強化し入居促進に努めました。また、医療との連携強化、お客様の健康管理

に取り組むとともに、心身機能維持向上のための機能訓練や認知症ケア、当施設で最期まで暮らすことを希望され

る場合のターミナルケア等、サービスの質の向上に努めました。

その結果、売上高は、入居者数が増加し8,549百万円（前期比6.3％増）となりました。経常利益は、増収による

売上総利益の増加が寄与し690百万円（同43.7％増）と大幅な増益となりました。

当第３四半期連結会計期間末現在の介護付有料老人ホーム施設数は、27ヵ所・総居室数2,118室（前期比±０ヵ

所・総居室数４室減）となりました。

（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 8,041 8,549 ＋507 ＋6.3％

経 常 利 益 480 690
＋210 ＋43.7％

（ 同 率 ） （6.0％） （8.1％）

 

（サービス付き高齢者向け住宅事業）

サービス付き高齢者向け住宅事業は、入居促進に努めるとともに、自立の方から介護の必要な方まで、お客様お

一人おひとりのニーズに対応したサービスの提案に取り組みました。また、定期イベントの企画実施、サービスの

質の向上に努めました。

その結果、売上高は、入居者数の増加と介護サービスの利用が好調に推移し、2,171百万円（前期比14.7％増）

となりました。経常利益は、増収による売上総利益の増加が寄与し69百万円（同68百万円増）となりました。

当第３四半期連結累計期間において１ヵ所の自社運営の開設および３ヵ所の運営受託を行った結果、サービス付

き高齢者向け住宅の棟数は18棟・総戸数1,220戸（自社運営５棟・331戸、運営受託13棟・889戸）（前期比４棟

増・総戸数147戸増）となりました。

（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 1,892 2,171 ＋278 ＋14.7％

経 常 利 益 1 69
＋68 ― ％

（ 同 率 ） （0.1％） （3.2％）
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（人材開発事業）

人材開発事業は、引き続き施設へ派遣する登録スタッフ獲得のための就職相談会や職場見学会を積極的に実施す

るとともに、ＷＥＢプロモーションの強化、福祉施設等への営業活動を実施しました。

その結果、売上高は、人材派遣売上が好調に推移し6,153百万円（前期比6.8％増）となりました。経常利益は業

容拡大に伴う人件費の増加により324百万円（同10.4％減）となりました。

当第３四半期連結会計期間末の支店数は36ヵ所（前期比±０）となりました。

 

（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 5,761 6,153 ＋392 ＋6.8％

経 常 利 益 362 324
△37 △10.4％

（ 同 率 ） （6.3％） （5.3％）

 

（その他）

「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通販事業および株式

会社ツクイキャピタルのリース事業等であります。

売上高は、リース事業売上が好調に推移し696百万円（前期比582.2％増）となり、経常損失は、前期比66百万円

改善し22百万円となりました。

（単位：百万円）
 

 
2018年３月期

第３四半期累計期間
2019年３月期

第３四半期累計期間
増減額 増減率

売 上 高 102 696 ＋594 582.2％

経 常 損 失 （△） △89 △22
＋66 ― ％

（ 同 率 ） （△87.3％） （△3.2％）

(注) 各セグメントの合計と連結との差異は、連結上の調整額です。

 

＜財政状態の分析＞

(資産)

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、72,975百万円となり、前連結会計年度末に比べ5.9％、4,092百

万円増加いたしました。

増加の主な要因は、車両運搬具（純額）1,581百万円（前連結会計年度末比77.6％増加）、建物及び構築物（純

額）1,525百万円（前連結会計年度末比29.8％増加）、売掛金735百万円（前連結会計年度末比9.9％増加）、リー

ス資産（純額）384百万円（前連結会計年度末比1.3％増加）によるものであります。

減少の主な要因は、建設仮勘定430百万円（前連結会計年度末比84.2％減少）によるものです。

 

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における総負債は、49,142百万円となり、前連結会計年度末に比べ4.9％、2,280百

万円増加いたしました。

増加の主な要因は、長期借入金2,107百万円（前連結会計年度末比288.2％増加）、リース債務633百万円（前連

結会計年度末比2.1％増加）、未払費用552百万円（前連結会計年度末比53.2％増加）によるものであります。

減少の主な要因は、未払法人税等819百万円（前連結会計年度末比55.0％減少）、賞与引当金534百万円（前連結

会計年度末比44.7％減少）によるものであります。

 

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、23,833百万円となり、前連結会計年度末に比べ8.2％、1,812百

万円増加いたしました。

増加の主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益1,762百万円、非支配株主持分396百万円、資本剰余金

278百万円によるものであります。

減少の主な要因は、剰余金の配当724百万円によるものであります。
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(2) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した経営成績に重要な影響を与え

る要因および経営戦略の現状と見通しについての重要な変更はありません。

 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当第３四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した経営者の問題認識と今後の方

針について重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 122,400,000

計 122,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月12日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 72,460,800 72,460,800
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 72,460,800 72,460,800 － －

 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
― 72,460,800 ― 3,342,203 ― 3,361,403

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己株式）

普通株式　　 　2,600
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 72,454,200 724,542 同上

単元未満株式 普通株式      4,000 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 72,460,800 － －

総株主の議決権 － 724,542 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)が保有する当社株式295,200

株（議決権2,952個）が含まれております。

２．自己株式84株は、「単元未満株式」に含めて記載しております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ツクイ
神奈川県横浜市港南区
上大岡西１－６－１

2,600 ― 2,600 0.00

計 － 2,600 ― 2,600 0.00

（注）１．株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)が保有する当社株式295,200株（0.41％）は、上記自己株式に含めておりません。

２．上記自己保有株式数には、単元未満株式84株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
人財戦略推進本部長兼
ダイバーシティ推進室長兼
グローバル人財育成部長

取締役
人財戦略推進本部長兼
ダイバーシティ推進室長

小林　久美子 2018年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,535,381 9,140,013

売掛金 7,464,114 8,200,066

貯蔵品 46,958 50,502

前払費用 904,878 956,699

短期貸付金 170,031 160,598

未収入金 1,798,946 2,041,082

その他 190,289 231,019

貸倒引当金 △14,134 △16,599

流動資産合計 20,096,466 20,763,383

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,121,534 6,646,551

車両運搬具（純額） 2,038,561 3,619,959

工具、器具及び備品（純額） 526,076 643,746

土地 2,382,271 2,382,271

リース資産（純額） 30,490,387 30,874,690

建設仮勘定 510,456 80,400

有形固定資産合計 41,069,289 44,247,619

無形固定資産   

ソフトウエア 342,575 333,489

ソフトウエア仮勘定 138,676 210,036

その他 22,889 25,945

無形固定資産合計 504,140 569,471

投資その他の資産   

投資有価証券 100,000 423,500

長期貸付金 1,130,099 1,052,898

破産更生債権等 2,988 2,248

長期前払費用 898,476 870,382

長期前払消費税等 1,073,565 1,063,509

繰延税金資産 2,048,365 2,036,121

敷金及び保証金 1,890,788 1,872,562

その他 75,757 80,410

貸倒引当金 △7,099 △6,359

投資その他の資産合計 7,212,941 7,395,275

固定資産合計 48,786,371 52,212,366

資産合計 68,882,838 72,975,750
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,461 35,338

短期借入金 ※ 1,546,000 ※ 1,093,000

1年内返済予定の長期借入金 70,120 445,720

リース債務 1,497,791 1,578,394

未払金 5,962,392 5,945,999

未払費用 1,038,305 1,590,604

未払法人税等 1,491,051 671,276

前受金 393,521 441,287

預り金 1,110,054 1,296,215

賞与引当金 1,195,619 661,305

株式給付引当金 72,291 -

その他の引当金 6,157 3,121

その他 87,005 78,110

流動負債合計 14,490,772 13,840,372

固定負債   

長期借入金 731,510 2,839,420

長期前受金 1,072,170 1,199,600

長期預り保証金 185,155 197,671

リース債務 28,644,638 29,197,546

株式給付引当金 - 40,761

退職給付に係る負債 1,243,217 1,340,289

資産除去債務 172,014 220,677

その他 322,518 265,926

固定負債合計 32,371,225 35,301,894

負債合計 46,861,998 49,142,267

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,342,203 3,342,203

資本剰余金 3,341,899 3,620,501

利益剰余金 15,526,975 16,564,855

自己株式 △300,215 △230,538

株主資本合計 21,910,863 23,297,021

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 △66,186 △35,877

その他の包括利益累計額合計 △66,186 △35,877

非支配株主持分 176,163 572,338

純資産合計 22,020,840 23,833,482

負債純資産合計 68,882,838 72,975,750

 

EDINET提出書類

株式会社ツクイ(E05393)

四半期報告書

11/21



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 61,352,245 65,101,781

売上原価 51,809,830 55,369,153

売上総利益 9,542,415 9,732,627

販売費及び一般管理費 5,485,884 6,110,319

営業利益 4,056,530 3,622,308

営業外収益   

受取利息 19,087 16,891

助成金収入 42,951 18,192

リース契約変更益 26,956 55,208

その他 19,014 35,632

営業外収益合計 108,009 125,925

営業外費用   

支払利息 323,562 326,565

その他 12,028 47,723

営業外費用合計 335,591 374,288

経常利益 3,828,949 3,373,944

特別損失   

減損損失 18,998 102,943

特別損失合計 18,998 102,943

税金等調整前四半期純利益 3,809,950 3,271,000

法人税等 1,587,221 1,480,382

四半期純利益 2,222,729 1,790,617

非支配株主に帰属する四半期純利益 31,401 28,156

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,191,328 1,762,461
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 2,222,729 1,790,617

その他の包括利益   

退職給付に係る調整額 28,694 29,271

その他の包括利益合計 28,694 29,271

四半期包括利益 2,251,423 1,819,889

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,219,791 1,791,221

非支配株主に係る四半期包括利益 31,632 28,667
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社である株式会社ツクイキャピタルが新たに設立したツク

イ・ケアテック投資事業有限責任組合を連結の範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社は、工具、器具及び備品の減価償却方法について、従来、定率法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間から将来にわたり定額法に変更しております。

　これは、当社の機能訓練に積極的に取り組む施策等により、安定的に稼働する性質を持つ機能訓練備品など

の保有資産に占める割合が高まった結果、保有する工具、器具及び備品について定額法により均等に費用配分

することが経営実態をより適切に表すと判断したことによるものであります。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益は42,138千円、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ51,387千円増加しております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※ 当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は次の通りであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

当座貸越極度額 8,500,000千円 9,000,000千円

借入実行残高 1,546,000 1,093,000

差引額 6,954,000 7,907,000

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 1,677,784千円 2,035,342千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日

定時株主総会
普通株式 289,832 4.0 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金

2017年11月６日

取締役会
普通株式 362,290 5.0 2017年９月30日 2017年12月７日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日

定時株主総会
普通株式 362,290 5.0 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

2018年11月８日

取締役会
普通株式 362,290 5.0 2018年９月30日 2018年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

 

１.報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

         (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

在宅介護

事業

有料老人

ホーム事業

サービス付

き高齢者向

け住宅事業

人材開発

事業
計

売上高          

外部顧客への

売上高
45,728,854 8,041,139 1,892,251 5,652,025 61,314,272 37,973 61,352,245 - 61,352,245

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

- - - 109,618 109,618 64,068 173,687 △173,687 -

計 45,728,854 8,041,139 1,892,251 5,761,644 61,423,891 102,041 61,525,932 △173,687 61,352,245

セグメント利益

又は損失（△）
3,074,563 480,533 1,053 362,328 3,918,478 △89,096 3,829,382 △432 3,828,949

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通販事業、

　　　　　リース事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△432千円は、セグメント間取引消去分であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

 重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

 

１.報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

         (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

在宅介護

事業

有料老人

ホーム事業

サービス付

き高齢者向

け住宅事業

人材開発

事業
計

売上高          

外部顧客への

売上高
48,233,017 8,549,036 2,171,079 6,056,863 65,009,997 91,784 65,101,781 - 65,101,781

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

- - - 97,006 97,006 604,321 701,327 △701,327 -

計 48,233,017 8,549,036 2,171,079 6,153,869 65,107,003 696,105 65,803,108 △701,327 65,101,781

セグメント利益

又は損失（△）
2,315,033 690,544 69,731 324,469 3,399,778 △22,528 3,377,250 △3,306 3,373,944

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通販事業、

　　　　　リース事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△3,306千円は、セグメント間取引消去分であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

 重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

 

３.報告セグメントごとの変更等に関する事項

　（有形固定資産の減価償却方法に関する変更）

　　　「会計方針の変更」に記載のとおり、工具、器具及び備品の減価償却の方法については、従来、当社及び国内

連結子会社は主として定率法によっておりましたが、均等に費用配分することが経営実態をより適切に表すと判

断したために、第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社において定額法に変更しております。

 

　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、それぞれ

「在宅介護事業」で35,373千円、「有料老人ホーム事業」で6,495千円、「サービス付き高齢者住宅向け住宅事

業」で301千円、「その他」で9,216千円増加しております。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

当社の連結子会社である株式会社ツクイスタッフは、2018年12月17日に東京証券取引所JASDAQ（スタンダー

ド）へ上場し、公募による新株式を発行するとともに、当社は、保有する子会社株式を一部売り出ししておりま

す。

 

１．取引の概要

(1)子会社の名称及び事業の内容

子会社の名称：株式会社ツクイスタッフ

事業の内容：介護・医療に特化した人材サービス事業

(人材派遣・人材紹介・教育研修等)

(2)企業結合日

2018年12月17日

(3)企業結合の法的形式

非支配株主への公募による新株式の発行

子会社株式の非支配株主への一部売り出し

(4)その他の取引の概要に関する事項

連結子会社では新株式の発行により事業資金の調達を、当社においては東京証券取引所JASDAQ（スタン

ダード）における当該株式の流動性を向上させることを目的としております。

この結果、株式会社ツクイスタッフに対する当社の議決権の所有割合は、67.7％になりました。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共

通支配下の取引等として会計処理を行っております。

 

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 30円40銭 24円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
2,191,328 1,762,461

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
2,191,328 1,762,461

普通株式の期中平均株式数（千株） 72,073 72,125

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額（千円）
30円40銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） ４ －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２【その他】

　2018年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………362,290千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………2018年12月10日

（注）2018年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いまし

た。なお、配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)が保有する当社株式に対する配当金1,476千円が含まれ

ております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツクイ(E05393)

四半期報告書

20/21



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月12日

株式会社ツクイ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 柴田　叙男　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 川口　靖仁　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田坂　真子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツ
クイの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から
2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの
基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され
る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツクイ及び連結子会社の2018年12月31日現在の
財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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